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新たな代理店手数料制度の創設を求める 
 

この問題では、二つの考え方を提示しました。 

① 保険商品別の「基準手数料」を基本とする 

第一は、手数料ポイント制度を廃止し、保険商

品別の「基準手数料」を基本とするという意見で

す。例えば「損害保険•代理店手数料ポイント制

を考える会」で議論されているのは下記の内容で

す。 

代理店手数料は、保

険商品別の「基準手

数料」を基本とすべ

きである。手数料が

「保険募集の対価」

だと考えれば、一定

の条件を満たす代理

店に「基準手数料」

を付与するのは当然

である。減額する理

由はどこにもない。 
 

② 「最低保証ポイント」の設定を 

第二は、いわゆる最低賃金制度のような考え方

で、「最低保証ポイント」を設定しようというも

のです。 

「手数料ポイント制度」そのものを是とするわ

けではない。しかし、このままでは、地域に密

着した代理店が存続できない。当面の「緊急改

善策」として、小規模代理店が生き残ることが

可能となる、最低賃金制度のようなガイドライ

ン・「最低保証ポイント」の設定を求めるもの

である。 

代理店へのあらたな廃店強要に歯止めを 

この間、危惧しているのは、損保会社自らの不

祥事を逆手に取った、あらたな代理店切りです。 

あいおいニッセイ同和損保の方針は以下の通り

です。 

「このセグメントで『解除』を選択したのは約

8,500 店と、これで全てではないと思いますが、

従来にも増して見極めをして頂きました。・・下

期は、このセグメントに沿って、代理店との対話

を徹底し、自立化への誘導や、見極め代理店の解

除をお願いします」（24/10/10「24 年度 下期

営業部門取組み方針」高橋芳一常務報告、傍線は

要請者、以下同じ） 

同社の新納啓介社長は 3 月 12 日のダイヤモン

ドオンライン・インタビューで、臆面もなく「対

話の対象としている代理店が約 8,500 で、対話の

結果、2,500 の代理店は委託を終了しました。

6,000 の代理店が対話を継続中です」と語ってい

ます。この間の不祥事で問われているのは大手損

保会社のガバナンスの問題です。それを専業代理

店の問題にすり替え、一方的な代理店の切り捨て

を図っているのです。 
 

東京海上日動も同様の方針です（24/08/01 同

社・社内通達）。 

（代理店を、A層、B層、C層、D層に選別し）

「D 層については、今後の方向性についての合

意・具体的な取り組みの進捗に遅れが出ているこ

とをふまえ、改めて24年度末までに今後の方向性

について合意を行う事を目指します」 
 

一方的に廃

店を迫られる

代理店のその

先には契約者

がいます。こ

う し た 施 策

は、金融庁の

掲げる「顧客

本位の業務運

営」を真っ向

から踏みにじ

るものです。 

 

「損保代理店プロジェクト」は 3 月 18 日に近畿財務局に要請書を提出していましたが、

4 月 15 日、再度近畿財務局を訪問しその回答を受けました。損保代理店問題での近財要請

は、2011年に始まり今年で 15回目となります。出席者は、近財が 9人、要請者が損保、

銀行、信金など 15人でした。 

今年度の要請内容の一つは、新たな手数料制度創設の問題、二つ目は、代理店への新たな

廃店強要の問題です。  

「損保代理店プロジェクト」が近畿財務局に要請 
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「懸念の声は金融庁に伝える」と回答 
 

この要請に対し保険監督室の上席調査官は、

「保険会社と代理店との関係は民民間の問題であ

り、当事者同士で話し合うもの」としながらも、

「代理店のみなさんから懸念の声が上がっている

こと等、要請内容は金融庁にきちんと伝える」と

回答しました。 

参加者は、前日の大門実紀史参議院議員の国会

質問を紹介、伊藤豊・監督局長が代理店手数料ポ

イント制度について、「実態というより、本来そ

ういうものだということを述べたものだと思って

います」と答弁したことを取り上げ次のように述

べました。 

 「きわめて率直な答弁で驚いた。要は、『有識

者会議報告書』は原則を述べてるんであって現実

の姿ではないということだ。そうであれば、金融

庁の考えのとおりに、現実のゆがんだ実態を抜本

的に変えるべきではないか」 

 「業務品質を重視するとはいえ、例えば現実の

2026 年 7 月実施ポイントを見れば、最低の 20

ポイントは変わらない。これは兵糧攻めではない

のか。代理店が音を上げてやめるのを待ってると

しか思えない。代理店の経営者には従業員の生活

を守る責任がある。同時に、代理店のその先には

契約者•顧客の存在がある。残念ながら、今の大

手損保の経営者には、こうしたことに対する『想

像力』が欠如していると考えざるを得ない」 

 最後に、「顧客本位の

業務運営」という金融庁

の方針を実効あるものと

するために、さらなるご

尽力を！と訴え、要請を

終えました。 

 

大門実紀史議員が代理店問題で質問 

4月14日（月）の参議院決算委員会で、大門実

紀史参議院議員が質問に立ちました。大門さんは

冒頭、有識者会議の報告書に、代理店手数料ポイ

ント制度の問題が記載されたことは画期的だ、と

した上で次のように質問しました。 

手数料ポイント制度の原則と実態 

 「有識者会議報告書は、代理店手数料ポイント

が『当事者間の協議•合意により決定され』てい

ると述べています。ところが、現場の代理店のみ

なさんからは異論が出されております。要するに、

協議も合意もしない、一方的に決められてきたの

が実態ではないかと。これはどう解釈すればいい

んでしょうか」 

 これに対して、伊藤豊・監督局長は、「中小の

代理店と大手損保会社との間の状況を示している

というよりも、代理店手数料ポイント制度という

のはそういうものであると、そういう仕組みであ

るということを述べた箇所だと思っております」

と答弁しました。 

大門さんは、「金融庁は実態として協議、合意

がされてないことは十分ご承知ですよね。したが

って原則を示すという意味で書かれたんではない

かと。いまご答弁いただいたことは大変大事だと

思います」と述べ、この金融庁の考え・原則と実

態との乖離について、2000 年の東京海上社内文

書（代理店に開示不可）の内容「手数料の決定や

変更は基本的に当社が行う」を示しながら、この

制度がスタート時点から今日まで保険会社の思惑

どおりに決め

られ、一方的

に押し付けら

れてきたこと

を明らかにし

ました。 

 

金融庁の「監督指針」として明文化を 
 

 次に、城田宏明・損保協会長（東京海上日動社

長）のダイヤモンドオンラインでの発言を取り上

げました。城田氏は、「（第三者機関の代理店評

価を）手数料ポイント制度にどのように反映させ

るのか」との質問に対して、次のように答えてい

ます。 

「（損保各社は）規模・増収に偏ることなく、

代理店の業務品質を重視するという方向性に合意

しました。ただ、先ほどの業務品質評価基準をそ

のまま当てはめるというわけではありません」 

大門さんは、「これは当社の業務品質を重視す

ると。つまり業務の効率化あるいは収益の最大化

に貢献する代理店を優遇すると言っているわけで

す」と厳しく批判、有識者会議報告書の内容を加

藤大臣のイニシアチブによって「監督指針」で明

文化してほしいと述べました。加藤大臣は、「監

督上の着眼点として、保険会社の改善が適切に図

られるようしっかりと取り組みをさせていただき

ます」と答えました。 

最後に大門さんは、 

「そもそもこの代理店手数料ポイント制度そのも

のが保険会社からの一方的なもので、民・民の契

約というのは本来、対等平等な関係であるべきだ

と思っています。今回のご答弁は頑張る代理店を

応援するためにかなり前向きなことに踏み込まれ

たものだったと感じ取っております。引き続き金

融庁のご尽力をお願いしたいと思います」 

と述べて質問を終えました。 


